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木造軸組工法は、我が国で最も多くの戸建住宅に採用されている建築工法である。木造軸組

工法住宅の主な水平力抵抗要素は、耐力壁を持つ鉛直構面である。従って、木造軸組工法住宅

の耐震性能は、耐力壁の質や量、配置によって決まる。耐力壁の種類としては、木造軸組工法

住宅において従来一般的であった筋かいを用いた耐力壁は今や減少傾向にあり、代わって面材

を用いた耐力壁が増加している。耐力壁には木質系の構造用合板や無機系の石膏ボードなどの

一般的な仕様のほかに、様々な材料を用いた多種多様な耐力壁が存在する。このようななか、

耐力壁の性能は、２階建てまでの木造住宅がいわゆる壁量規定ルートによって設計されるのが一

般的であることを背景に、静的な試験から求める「壁倍率」と呼ばれる性能指標を用いて評価さ

れている。しかし、地震によって建物に加わる水平力は言うまでもなく動的なものである。従っ

て、耐力壁が地震時水平力のような動的な力に対してどのようなせん断性状（以下、動的性状

と呼ぶ）を示すのかを明らかにすることは極めて重要である。しかし、耐力壁の動的性状に関す

る既往の研究は少なく、あっても筋かいや構造用合板を対象としたものがほとんどで、ほかの仕

様を対象としたものは少ないのが現状である。 

 

そこで、本論文は、いくつかの代表的な仕様の木造軸組工法耐力壁を研究対象とし、これら

の耐力壁が地震時水平力のような動的な力に対し、どのような動的性状を示すのかを明らかに

することを目的とした。本論文は、耐力壁の動的性状に関する一連の研究をまとめたもので、

全６章から成り立っている。 
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第１章「序論」では、研究背景についてまとめたのち、本研究が「耐力壁の動的性状」「耐力壁

釘接合部の動的性状」「耐力壁の動的性状の加算則」「動的性状を考慮した新耐力壁と地震応答予

測法の提案」の四つの研究からなることを示し、それぞれの研究目的を明らかにした。研究項目

ごとに既往の研究を整理し、動的性状に関する研究は筋かいや構造用合板を対象としたものが多

く、ほかの仕様に関する研究が少ないことを明らかにした。次に、本研究において研究対象とす

る木造軸組工法耐力壁は、筋かい（記号Ｂ）・石膏ボード（Ｇ）・構造用合板（ＪＡＳ特類１級、

Ｐ１）・構造用合板（ＪＡＳ特類２級、Ｐ２）・火山性ガラス質複層板（建物外部用、Ｄｍｓ）・火

山性ガラス質複層板（建物内部用、Ｄｍｋ）・小幅板斜め貼合せ面材（スギ、Ｋｓ）・小幅板斜め

貼合せ面材（ヒノキ、Ｋｈ）の５種類８仕様であることを示した。 

 

第２章「耐力壁の動的性状」では、５種類８仕様の木造軸組工法耐力壁の動的性状を明らかに

することを目的として、動的と静的の２種類の加力方法について、それぞれ繰り返しと単調の合

計４種類の壁試験を行った。「動的加力と静的加力の違い」と「繰り返しの影響」について比較分

析を行い、次のようなことがわかった。 

・すべての仕様で動的加力試験の荷重は、小変形領域から概ね１．１～１．５倍の比で静的加力

試験の荷重を上回った。特に、無機系要素（Ｇ･Ｄｍｓ･Ｄｍｋ）は１．３～１．５倍と高い比を

示した。 

・最大荷重においては、無機系要素（Ｇ･Ｄｍｓ･Ｄｍｋ）は動的が上回るが、木質系要素（Ｂ･

Ｐ１･Ｐ２･Ｋｓ･Ｋｈ）は動的静的ともにほぼ同じとなる特徴があることがわかった。 

・すべての仕様で完全弾塑性モデルの終局変位δｕは動的の方が小さくなり早期の荷重低下の傾向

を示し、降伏変位δｙも特に木質系要素（Ｂ･Ｐ１･Ｐ２･Ｋｓ･Ｋｈ）で動的の方が小さくなる傾

向を示した。 

・破壊性状は、木質系面材（Ｐ２･Ｋｓ･Ｋｈ）において、静的は釘の引き抜けが主体であったが動

的では釘引き抜けとパンチアウトの混在に変化した。その他の仕様は動的静的共に同じであった。 

・壁倍率の評価項目において動的加力試験の結果は静的繰り返し加力試験の結果を上回ったが、

静的単調加力の結果が静的繰り返しを下回るケースがあり注意を要することがわかった。 

・繰り返しの影響は構造用合板（Ｐ１）と無機系要素（Ｇ･Ｄｍｓ･Ｄｍｋ）の静的加力で見られ、

荷重が約１０～２０％低下した。 

 

このように、本研究で対象とした木造軸組工法耐力壁は、いずれの仕様も動的な負荷において、

抵抗力（荷重）が増加し変形能が小さくなるような動的性状を持つことを定量的に明らかにした。 

 

第３章「耐力壁釘接合部の動的性状」では、６種類の耐力壁釘接合部（ねじを含む）の動的性

状を明らかにすることを目的として、荷重速度を０．１～３０㎝／秒の範囲で設定した単調と繰

り返しの釘接合部一面せん断試験を行った。結果をまとめると次のようであった。 

・壁の動的加力試験時に計測した柱と面材の相対変位を分析したところ、壁の最大荷重時までに
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発生する面材すべり変位の最大は約１２㎜、すべり速度の最大は約１１㎝/秒であった。 

・単調加力試験では、すべての仕様で、荷重速度が増加すると抵抗力（荷重）も増加する荷重速度

依存性が見られた。荷重比（最も低速である０．１㎝／秒試験時の荷重に対する各速度の荷重の

比）は、仕様によって異なり１．１～１．４を示した。 

・荷重速度が増加すると、無機系要素（Ｇ,Ｄｍｋ,Ｄｍｓ）は、最大荷重を含むそれまでの全ての

変形領域で荷重が増加するが、木質系要素（Ｐ１,Ｐ２,Ｋｓ）は、速度によらず最大荷重はほぼ

同じで、最大荷重までの変形領域で荷重が増加した。 

・主材を構造用単板積層材とした場合、最終的な破壊性状は主材を集成材とした場合と一部異な

ったが、荷重速度の影響は集成材と同様に見られた。 

・繰り返し加力試験においても、単調加力と同様に荷重速度の影響が見られた。 

・荷重速度依存性のメカニズムを推定し検証試験を行った結果、柱材（主材）に対する釘のめり

込みと曲がり、面材（側材）に対する釘のめり込みと曲がり、この両方の現象に、荷重比が１．

１～１．３となる程度の荷重速度依存性があることがわかった。 

・単調加力試験の結果を荷重速度依存性について分析した。荷重速度の影響を荷重比で見ると、

荷重比は、荷重速度３～５㎝／秒まで速度の増加に概ね比例し、１．１～１．２５を示した。

荷重速度が３～５㎝／秒を超えると、荷重比の傾向は変位量によって異なり、変位１㎜時はす

ぐに減少し、変位２～４㎜時は一定か、わずかに増減する傾向を示し、変位５～１０㎜時は２

０㎝／秒付近で１．１５～１．４まで増加したのち２０㎝／秒を超えると減少した。但し、構

造用合板（Ｐ１・Ｐ２）の変位５～１０㎜時の荷重比は、速度によらず約１．０で、荷重速度

の影響は見られなかった。 

 

このように耐力壁の試験において動的荷重が静的荷重を上回ったのは、釘接合部が荷重速度依

存性をもっているためであることを定量的に明らかにすると共に、その速度依存のメカニズムに

関して、柱材および面材に対する釘のめり込みや釘の曲がりなどのもつ特性が影響している可能

性について論じた。 

 

第４章「耐力壁の動的性状の加算則」では、２種類の耐力壁が同時に配置された複合試験体（同

一構面の表裏に配置）の実験結果と、それぞれ別個に実施した単体耐力壁の実験結果を足し合わ

せたものとを比較する方法で、３種類の耐力壁の組み合わせについて加算則の検証を行った。検

証は荷重変形関係の包絡線と完全弾塑性モデルの特徴点について行った。結果をまとめると次の

ようであった。 

・単体加算と複合の差を荷重比で見ると、静的加力試験の結果で±１５％程度、動的加力試験の

結果で±１０％程度の範囲であった。複合の荷重がいずれの仕様も下回れば柱脚部の浮き上り

の影響が原因と推定できるが、下回る仕様も複数あるため荷重比が変動するのはばらつきが原

因と推定できる。 

・但し、動的静的ともに、筋かいと石膏ボードの複合試験体では、石膏ボードによって筋かいの
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座屈が抑制されるような挙動の変化が生じ、最大荷重および最大荷重時変位が単体加算より大

きくなった。この仕様の最大荷重が発生する前の領域やほかの複合試験体では顕著な差は無く、

動的静的ともに加算則は成り立つことがわかった。 

・完全弾塑性モデルの特徴点の加算も、荷重変形関係の包絡線の加算と同程度の荷重比であった。 

 

第５章「動的性状を考慮した新耐力壁と地震応答予測法の提案」では、まず、動的性状を考慮

した新耐力壁として、小幅板斜め貼合せ面材の釘増し打ち工法と軽量スラグ石膏板の２種類の耐

力壁を開発した。新たに開発した耐力壁を対象に動的および静的な試験を行い、動的性状を明ら

かにした。結果をまとめると次のようであった。 

・小幅板斜め貼合せ面材の釘増し打ち工法（ｗＫｓ）は、釘の増し打ちが無い従来の工法と比べ、

荷重は１．６～１．９倍に上回りながら、動/静比は１．２～１．６と同程度以上の比を示した。 

・軽量スラグ石膏板（Ｓ）は火山性ガラス質複層板（Ｄｍｋ）と比べ、荷重は１．３～１．５倍

に上回りながら、動/静比は１．２～１．３とほぼ同じ比を示した。終局変位も１／４０から１

／３０ｒａｄ．付近へと大きくなった。 

 

また、耐力壁の動的性状を考慮した地震応答予測法として地震応答解析を用いる方法を提案

し、提案モデルを用いた解析値と実験値の比較を行い、その解析精度を明らかにした。結果を

まとめると次のようであった。 

・４種類の単体要素について、動的試験の結果に合うようにバイリニア+スリップモデルのパラメ

タを設定して地震応答解析を行った結果、最大変位の解析値と実験値の比（解析／実験）は０．

８５～１．１５を、最大加速度の比は０．８２～１．０５を示し、概ね良好な対応を示した。 

・複合要素の応答を単体要素の並列バネモデルを用いて解析した結果、最大変位の比は０．９２

～１．１４を、最大加速度は０．９４～１．０５を示し、概ね良好な対応を示した。 

 

第６章「結論と今後の課題」では、各章で得られた結論をまとめるとともに、今後の課題につ

いて整理した。 

 

以上のように、論題の目的に従い、主に動的と静的な壁面内せん断試験と釘接合部一面せん断

試験を行い、木質系と無機系の代表的な木造軸組工法耐力壁が持つ動的性状を明らかにした。特

に、動的な負荷において、荷重速度の増加に伴い抵抗力（荷重）が増加することを定量的に明ら

かにし、抵抗力が増加する原因の一つは、柱材および面材に対する釘のめり込みと曲がりが持つ

荷重速度依存性であることを明らかにした。 

また、このような動的性状を考慮した新耐力壁と地震応答予測法を提案した。 
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